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① 労働生産性の向上を図る。

水稲の10a当たり労働時間： 21.9hr→13.0hr

玉ねぎの10a当たり労働時間： 193.2hr→133.3hr

② 安全で高品質な野菜の安定供給を維持するとともに、自給飼料の増産を

　図る。

③ 効果的かつ安定的な農業経営を目指す農家を認定農業者として育成・拡大し

　農地の利用集積を進める。 

・ 認定農業者数：(現在)10戸　→　(計画)29戸

・ 農地の利用集積率：(現在)8.3%(8.0ha)→(事業完了5年後)37.1%(30.9ha)

・ 農家の形態：(現在)認定農業者10戸、その他農家186戸　→

  (計画)認定農業者29戸、農作業委託を希望する農家24戸,

  その他農家143戸

評価視点 評価結果の説明

(1)必要性 基盤整備の実施により

事 業 評 価 調 書 （新規）

課　名

4003

(4,014)

記入責任者職氏名

内線

事 業 区 間

新田地区
しんでん

（担当者氏名）

農政環境部農林水産局 課長　　福田　　稔

（県営整備係長

　岩﨑　良信）

農地整備課

事　業　名 22.6 億円

0.4 億円

完成予定年度着工予定年度

内用地補償費

総事業費

所　　在　　地

事業種目 ほ場整備
経営体育成基盤整備事業

南あわじ市新田北・新田中・稲田南地内

事　業　内　容

H28H23

事業採択予定年度

H23

・事業主体　　兵庫県

事　業　目　的

　本地区は三原平野の南部に位置し、水稲、玉ねぎ、レタスを主体と
する三毛作地域で、耕地利用率も132.5％と営農意欲が高い地域であ
る。 また、耕畜連携による土づくりを活かした農作物の安定生産を
めざす農家が多い。
　しかし現状農地は小区画で不整形な農地が多く、通作や堆肥等を運
搬する農道も狭小で、用排兼用水路が多い上、限られた用水を有効利
用するため取水は農地毎に時間割りで配分する「番水制」で行なわ
れ、水管理にも多大な労力と時間を費やしている。
　この状況を改善するため、関係農家は将来の地域農業について話し
合った結果、野菜作に適した区画整理や水利統合による水管理の軽減
により、生産性を高めるとともに担い手として従来の10戸の認定農業
者に加えて19戸の専業農家が認定農業者となり、野菜・水稲を中心と
した地域農業の持続的発展を目指すこととなった。
　この目標を達成するため、農地の区画形状を野菜作に適した20アー
ル区画(50m×40m)とし、用水路をパイプライン化するとともに、農作
業の機械化促進による生産コストの削減、さらに認定農業者への農地
の集積を進める。併せて、集落道などの地域整備や排水路整備による
災害防止効果等の増進を図る。

・区画整理　　８３．３ ha

・補助率［国:50%,県:27.5%,

市:17.5%,地元:5%］

耕地利用率

87.8 ha 47.4 ha 27.0 ha 32.4 ha 2.7 ha 4.0 ha 2.8 ha 116.3 ha 132.5%

79.3 ha 42.5 ha 28.4 ha 32.8 ha 2.3 ha 3.5 ha 5.0 ha 114.5 ha 144.4%

△ 8.5 ha △ 4.9 ha 1.4 ha 0.4 ha △ 0.4 ha △ 0.5 ha 2.2 ha △ 1.8 ha 11.9%

*整備により道路幅員・水路断面が拡張されるため農地面積は減少しています。

計
（作付延べ面積）

水張面積 水稲 玉ねぎ レタス キャベツ白菜区分 飼料作物

現況作付面積

計画作付面積

差

ほ場-1



④ 水利統合に基づくﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ化により水管理労力の軽減と農業用水の効率的

　な利用を図る。

水稲の水管理に要する時間：(現在)50hr/ha→(整備後)20hr/ha

　など、事業の必要性は高い。

　総費用総便益比B/C=1.19(総便益額B=2,890百万円､総費用C=2,424百万円)

投資効率が1.0以上であり、事業として効果が十分期待できる。

　本地区内には13戸の畜産農家が存在し、区画形状の改善と通作農道の整備に

より耕畜連携による土づくりが推進され環境創造型農業の拡大が期待できる。

・ 耕種農家への堆肥提供 受入面積 (取組率： 46 %)

・ 畜産農家への稲藁提供

　現況水路にはドジョウの生息が確認されている。この生息環境を保全する

ため、排水路の一部にドジョウの繁殖や越冬のための魚巣を設置し、生態系

に配慮する。

　本地区は複雑な水利慣行などの調整を経てほ場整備の実施に向け地元の合意

形成がようやく図られたこと、及び今後とも厳しい営農環境が見込まれる中で、

引き続き高い生産性を維持し、担い手農家が意欲を持って営農できるようにす

るため、野菜作の生産に適した基盤の整備を早急に行う必要がある。

　平成28年度に新田地区と同じ南あわじ市で同様の整備水準・営農体系である　

対象・ ほ場整備事業「市西地区」が事後評価を受ける予定であるため。

（用語解説）

認定農業者：農業経営基盤強化促進法に基づき、市町が策定する基本構想に示された効率的かつ
　　　 　　 安定的な農業経営の目標をめざして農業者が作成した「農業経営改善計画」を市町
            が認定した農業者のこと。
　　　　　　認定を受けると、低利融資制度や農地集積のための対策支援等を受けられる。

耕畜連携：米や野菜等を生産している耕種農家へ畜産農家から堆肥を供給したり，逆に転作田等
       　 で飼料作物を生産し､畜産農家への家畜飼料として供給する等、耕種農家と畜産農家と
          の連携のこと。環境への負荷軽減にも繋がる。

環境創造型農業：農業の自然循環機能の維持増進を図り環境への負荷を軽減するため、有機堆肥
　　　　　　　　等による土づくりを基本に、化学肥料や農薬の使用を今までの30％以上低減す
　　　　　　　　る生産方式。

耕地利用率：水張面積に対する作付延べ面積の割合
　　　　　　耕地利用率（％）＝作付延べ面積÷水張面積×100

【事後評価】

(4)優先性

(3)環境適合性

農地の利用集積率：認定農業者や集落営農組織など地域の担い手が､農地を｢所有｣、｢借入｣、｢農
　　　　　　　　　作業受託｣により農地利用を集約化している面積率。

対象外

評価結果の説明評価視点

38.3ha

(2)有効性・効率性
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広域営農団地農道整備事業
　南淡路地区(オニオンロード）

平成23年度 新規採択希望 経営体育成基盤整備事業 新田地区 計画一般図 ・

JA共同出荷所

大日川土地改良区

計画平面図
標準区画　２０a

新田地区

狭小な農道
幅員は狭く軽自動車がようやく通れる幅しかない。
中型機械の導入や作物・資材運搬の障害となっている。
またその舗装も古く傷んでいる。

現況用水の番水制
水事情の悪い淡路島では農業用水の配水にも厳しい決まりがある。
取水時間も厳しく管理され、時には小屋の中で一晩過ごすこともある。
(写真下）水利担当役員の労力も非常に重くなっている。

用排兼用水路
排水路としては断面が狭小であり、大雨時には溢水し農作物に被害を
及ぼすことがしばしばある。

農産物直売所

大日川ダム

白草池

稲田新池

北
阿
万
バ
イ
パ
ス

県
道
洲
本
灘
賀
集
線

現況航空写真(不整形田)
地区内農地の平均区画　9a

オニオンロード横に作られた農産物直売所

新田地区の営農風景

玉ネギの作付状況

受益面積A=83.3ha

レタスの作付状況

水路・農道に面していない区画が多くある。

幅30cm

深さ30cm

幅員　2.2m
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給水バルブ

ほ場整備前の状況 ほ場整備後

・現況農地は区画が小さく不整形で場所も分散しているため作業効率が悪
い状況にある。
・未整備の農地の中には用排水路・農道に面していないものもある。　この
ような農地では「田越し（たごし）」で水を当てたり農作業をしたりと不便である。
・畦畔は低く、溢れた水は宅地や道路に流れることもある。

・農地は畑作に便利な50m×40mの区画で整備し、また場所もある程度所有
者毎に纏めることで作業効率が格段に向上する。
・全ての農地が農道・用排水路に接することとなり「田越し（たごし）」の農作業な
どは解消される。
・畦畔が高くなり、また排水路が拡大されることにより、大雨などによる災害の
発生が大幅に減る。

農道幅員
　2m前後

農道幅員
　3.0m～5.0m

用水路：現在の用水路は排水を兼用した水路で、老朽化して漏水しているところもある。
            また水の切り替え作業や時間を切っての給水には多くの人手が必要である。

排水路：用排兼用水路のため水路は浅く大雨が降ると溢れる。また溢れた水も簡単には引
　　　　　かない状況にある。

道　路：農道幅員は狭く舗装も傷んでいる。また大型車両の通行や対向車とのすれ違いが
　　　　出来ない状況にある。

用水路：農道下0.6m～1.0mに埋設する。農業用水の操作は水道と同じように
　　　　　バルブの操作だけで出来るようになり水管理が容易になる。

排水路：田畑の排水の他、雨水・湧水等は今まで通り流れる。
           コンクリート製の水路幅は0.2m～1.0mであるが土の断面まで加えた水路
　　　　　幅は1.0m～2.5mの幅を持ち排水路から水が溢れることは減る。

道　路：農道幅員は広くなり、対向車とのすれ違いも可能となる。
　　　　　大型の機械の導入も可能となる。

全幅員　　3.0m～4.0m

舗装幅員 2.5m～3.0m

用水路（パイプライン） 排水路

（農道下1.0mに埋設）

塩化ビニル管
　管径75mm～350mm

コンクリート水路
幅　0.2m～1.0m

土断面を合せた幅
    1.0m～2.5m

20a
区画

短辺
L=40m

道路

*用水路（パイプライン）は道路下に入る。

長辺
L=50m

ほ場整備計画図面

標準区画

全幅員　　4.0m～5.0m

舗装幅員 3.5m～4.5m
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■新規事業
○当初事業

経営体育成基盤整備事業　新田地区　事業スケジュール
備考

○Ｂ/Ｃ根拠
便益（Ｂ）の項目
事
業

費用便益比（Ｂ/Ｃ）算出根拠

費用便益比算定：「土地改良事業の費用対効果分析に関する基本方針の制定について」（農林水産省農村振興局長通達）

区画整理工
その他（換地）

ほ
場
整
備

事業名

基
盤
整
備
事
業

経
営
体
育
成

ほ
場
整
備

地域住民の生活環境や利便性の
向上が図られるとともに、広く都市
住民等へ「憩いの場」、「やすらぎの
場」「自然体験・学習の場」が提供さ
れる効果

計

事
業

④非農用地等創設
効果

H26 H27 H28
実施設計

Ｈ22 H23 H24 H25工種

2,261

非農用地面積 0.9ha
 　(市道拡幅用地の取得事
務経費節減)

環境水路

未整備の場合に予想され
る単収減の抑制
玉ねぎ
6103kg/10a→5310kg/10a
(13%の収量減)
レタス
2792kg/10a→2429kg/10a
(13%の収量減）

水稲営農時間
  21.9hr→13.0hr/10a
玉ねぎ営農時間
  193.2hr→133.3hr/10a

耕作放棄面積発生率
      0,27% →0%

算出方法

1.19

便益額
（百万円）

Ｂ（便益） Ｃ（費用）

用水管理費の節減

①作物生産便益

2,424

（中型機械化により作業時間が減
少することによる経費節減便益・水
路の泥上げや草刈などの維持管理
に要する費用節減便益）

（換地手法を用いて非農用地を創
設することで、通常の単独買収に
比べて事務経費が節減出来る便
益）

総費用

作付増加による収益の増加
  　　計画作付面積×(計画単収-現況単収)×生産物単価

湿田改良による収穫量増による収益の増加
　　　作付増減面積×現況単収×生産物単価

整備により水路等の機能が保全されることで現況単収が維持確保される効果
　　　現況作付面積×（現況単収－水路が機能損失した場合の単収）×生産物単価

区画整理により中型機械での作業が可能となることによる作業時間の軽減や、水利統合
などにより用水管理に要する時間が減少することによる経費節減額
　（現況単位当り営農経費－計画単位当り営農経費）×節減効果発生面積

既設の施設にかかる維持管理費と計画施設にかかる維持管理費との比較による経費節
減額
　　既往施設維持管理費－計画施設維持管理費

代表的な効果
（百万円）

　用地買収事務について、ほ場整備の換地手法を活用することで節減される事務経費
（人件費、測量等経費、登記手続き等）に耐用年数に応じた還元率を乗じて得た額を効
果として算定する。
　（単独用地取得事務経費-非農用地設定事務経費）×創設非農用地面積×還元率
※用地買収費用そのものは同じとする

維持管理費

（百万円）

Ｂ（便益）

①作物生産便益

（農作物の収量増加による便益）

②営農経費・維持管理費節減
便益

12

2,890

⑤環境・景観保全
効果

3

③耕作放棄防止便
益

1,213

26

②営農経費・維持
管理費節減便益

1,636

事業費 Ｂ/Ｃ

（百万円）

⑤環境・景観保全効果
　土地改良施設を周辺の景観や親水性、環境との調和に配慮した設計、構造とすること
により、景観や自然環境が保全、創造される効果。
　市場で扱われていない価値であるため、地域住民等にその価値を得るために支払って
も良いと考える金額を尋ね価値を評価する手法（仮想市場法(CVM)）で効果を算出する。
　
  　(年効果額=世帯当たり支払意志額×受益範囲世帯数)

③耕作放棄防止便益
　受益地のアンケート調査を基に、事業を実施しなかった場合に発生すると考えられる各
年の耕作放棄面積を想定し、その面積での作物生産額を効果として算定する。

　事業が実施されなかった場合に予測される耕作放棄面積×単位面積当り作物生産額

（事業の実施により耕作放棄地の
発生が防止され、当該農地で作物
が生産されることによる便益）

④非農用地等創設便益
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